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地方公社

第三セクター等

３　作成基準等

　総務省の｢今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書(平成26年4月)｣及び｢統一的な基準
による地方公会計マニュアル(平成27年1月)｣に準じて、統一的な基準による財務書類を作成して
います。

　作成基準日は、会計年度の最終日である平成30年3月31日としています。ただし、平成30年4月
1日から5月31日までの出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとして処理し
ています。

※地方公営事業会計のうち、公共下水道事業特別会計については、地方公営企業法の財務規定等の適用に向け
　た作業に取り組んでいるため、その取組期間中は対象から除いています。
※第三セクター等は、市の出資割合が25％以上の団体を連結の対象としています。

１　地方公会計制度の位置づけ

　簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律(平成18年法律第47号)の成
立を契機に、地方の資産・債務改革の一環として｢新地方公会計制度の整備｣が位置づけられ、こ
れまで本市では｢総務省方式改訂モデル｣により財務書類４表を作成・公表してきたところです。

　平成27年１月に国から全ての地方公共団体に対して、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を
前提とした統一的な基準による財務書類を整備するよう要請があったことから、本市では平成29
年度(平成28年度決算)から｢統一的な基準｣による財務書類を作成・公表することとしました。

　平成27年３月に策定された｢第３次長浜市行政改革大綱｣において、比較可能な公会計を整備し
経営力を上げます(改革の方針３)と位置づけられています。また、｢第３次長浜市行政改革大綱
アクションプラン(平成30年３月)｣において、次のような取組内容が掲げられています。

取組
Ｎｏ

アクション
プラン名

推進課
(関係課)

結果の目安
年度ごとの目標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

13
地方公会計
制度の活用

財政課、公共施設
マネジメント課、
行政経営改革課、
会計課（全部局）

統一的な基準によ
る財務書類の作
成･公表･利活用

平成29年度決算
の財務書類の作

成･公表

平成30年度決算
の財務書類の作
成･公表･利活用

平成31年度決算
の財務書類の作
成･公表･利活用

２　財務書類の範囲

　本市では、一般会計等、全体、連結の３種類に区分して、財務書類を作成しています。
区分 対象とする会計等

連結

全体

一般会計等

地方公営
事業会計

一部事務組合

広域連合

長浜市の財務書類(平成29年度決算)の概要
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固定資産 固定負債
 有形固定資産  地方債

事業用資産  退職手当引当金
インフラ資産  その他(上記以外)

物品 流動負債
 無形固定資産

 賞与等引当金
流動資産  預り金
 現金預金  その他
 未収金等
 短期貸付金
 基金(財調･減債)
※有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後の金額

業務活動収支
業務支出・臨時支出

業務費用支出

移転費用支出

臨時支出

業務収入・臨時収入
税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

投資活動収支
投資活動支出
投資活動収入

財務活動収支
財務活動支出
財務活動収入

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 25

24
17

36

43
△21

4

11

91

△31

231

資金収支計算書【ＣＦ】

(平成29年4月1日～平成30年3月31日) (億円)

2

60
410
180

188 1

7

1 １年内償還予定地方債 38
46

25 1
2

0.2 固定資産等形成分 2,647
純資産　2,143億円

資産　2,674億円 負債　530億円

2,204 412

(平成30年3月31日現在)

71
901 2

４　一般会計等財務書類の概要（平成29年度決算）

貸借対照表【ＢＳ】

資産と負債･純資産の内訳

161 余剰分(不足分) △503

2,486 485

(億円)

 投資その他の資産 281 5

1,295

471
366

74

57

7

1

市が行政サービスを提供するために保有している財産(資産)

の規模と、その資産をどのような財源(負債･純資産)でまか

なってきたかを、基準日時点において対照表示したもの

１年間の現金の受払いを３つの区分で表示したもの

<業務活動収支> 日常の行政活動に係る資金収支

<投資活動収支> 公共施設等の整備、貸付等に係る資金収支

<財務活動収支> 地方債の発行・償還等に係る資金収支

➢平成29年度末の有形固定資産は

2,204億円で､約6割が庁舎や学校､

市民利用施設などの事業用資産､

約4割が道路･橋りょう等のインフ

ラ資産です｡投資その他の資産(

281億円)の主なものは､各種基金

(219億円)､病院事業や第三セク

ター等への出資金(54億円)です。

➢固定負債(485億円)の主なものは

地方債(412億円)や退職手当引当

金(71億円)です。

➢資産と負債の差引である純資産(

2,143億円)は､過去に形成された

固定資産等であり､現在までの世

代の負担と見ることができます。

（参考）

･市民一人当たり有形固定資産残高 186万円

･市民一人当たり地方債残高 38万円

事業用資産

1,295

インフラ資産

901

その他の固定資産 289

流動資産 188

固定負債

485

流動負債 46

純資産

2,143

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資産

負債

純資産

➢業務活動収支のうち､支出の主な

ものは他団体への補助金等(92億

円)､物件費等(88億円)､人件費(85

億円)､福祉･医療などの社会保障

給付(84億円)で､収入の主なもの

は税収等(366億円)､国県等補助金

(91億円)です｡

➢投資活動収支のうち､支出の主な

ものは公共施設等の整備(41億円)､

基金の積立(26億円)で､収入は基

金の取崩し(32億円)や国県等補助

金(10億円)です｡

➢財務活動収支のうち､支出の主な

ものは地方債の償還金(55億円)

で､収入の主なものは地方債発行

収入(36億円)です｡
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経常費用
業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用
補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

財源
税収等

国県等補助金

本年度差額

費用総額の内訳

※表示単位未満の端数処理の関係で、合計が一致しない場合があります。
※市民一人当たりの指標では、平成30年3月末の住民基本台帳人口(118,808人)を用いて分析しています。

本年度末純資産残高 2,143 2,647 △503

無償所管換等 14 14
本年度純資産変動額 △1 △29 28

△42 42

100 100

△14 △14
固定資産等の変動
(内部変動)

365 365

前年度末純資産残高 2,144 2,675 △531
純行政コスト(△) △480 △480

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

465 465

純資産変動計算書【ＮＷ】

0.2
△480

(平成29年4月1日～平成30年3月31日) (億円)

84

54

231
92

11
△465

15

0.6

16
4

(平成29年4月1日～平成30年3月31日) (億円)

85

250

行政コスト計算書【ＰＬ】

481

158

7

１年間の市の行政活動において、資産形成に結びつかない行

政サービスに要した費用と、その行政サービスの直接的な対

価として得られた収益を表示したもの

貸借対照表の純資産が、１年間にどのような要因で、どれだ

け増減したかを表示したもの。また、純資産が、モノとして

残されたのか(固定資産等形成分)、金銭として残された(不足

の場合はマイナス)のか(余剰分(不足分))を表している。

（参考）

･市民一人当たり純行政コスト 43万円

➢平成29年度は､純行政コスト(△)

480億円に対し､税収等365億円と

国県等補助金100億円の財源があ

り､本年度差額は△14億円となり

ました｡

➢純資産の変動として､固定資産等

の変動は､学校給食センターの整

備(10億円)や市街地再生事業(8億

円)等による増加､減価償却(70億

円)などに伴う減少です｡無償所管

換等は､年度中に判明した固定資

産の増減(10億円)や開発道路の帰

属(1.6億円)などです｡

（参考）

･市民一人当たり純資産残高 180万円

85

158
231

22
人件費

物件費等

移転費用

その他

総額

496億円

➢経常費用481億円のうち､約5割が

人件費や物件費などの業務費用､

約5割が補助金等や社会保障給付

などの移転費用です｡

➢業務費用のうち､物件費等の主な

ものは臨時職員の賃金(19億円)や

民間保育所の運営委託費(12億円)

です｡移転費用のうち､補助金等の

主なものは､一部事務組合等への

負担金(48億円)で､社会保障給付

の主なものはしょうがい者に対す

る給付(30億円)や生活保護費(17

億円)です。

➢臨時損失15億円の主なものは､病

院事業に対する投資損失引当金の

繰入額(11億円)です｡

➢実際に要したコストに､現金を伴

わないコスト(各引当金繰入額や

減価償却費)も考慮した純行政コ

スト(△)は480億円となりました｡

（参考）

･市民一人当たり純行政コスト 40万円
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経常費用

固定資産 固定負債 業務費用

流動負債 移転費用

負債合計 経常収益

純経常行政コスト

流動資産 臨時損失

資産合計 臨時利益

純行政コスト

業務活動収支

投資活動収支 前年度末純資産残高

財務活動収支 純行政コスト(△)

本年度資金収支額 財源

前年度末資金残高 税収等

本年度末資金残高額 国県等補助金

本年度末歳計外現金残高 本年度差額

本年度末現金預金残高

本年度末純資産残高

経常費用

固定資産 固定負債 業務費用

流動負債 移転費用

負債合計 経常収益

純経常行政コスト

流動資産 臨時損失

資産合計 臨時利益

純行政コスト

業務活動収支

投資活動収支 前年度末純資産残高

財務活動収支 純行政コスト(△)

本年度資金収支額 財源

前年度末資金残高 税収等

本年度末資金残高額 国県等補助金

本年度末歳計外現金残高 本年度差額

本年度末現金預金残高

本年度末純資産残高 2,428 2,417

6

△3

(億円)

△815

0.4
△820

217

241

518

513

3,120

項目

△820
812
571

H29

2,428

△8

3,087 945 912 514

331

△825

(億円)

3,417 負債･純資産合計 3,464 3,417 1

217

4

無償所管換等･その他 △0.4

344
3,464

126 121 575

121 126 247

2 2 △3

H28

△5 5 822

H28

2,431
△825

123

H29

94 項目 H28

△55 2,292

△8 0.2 712

69

△33

△36

　投資その他の資産 231 242 純資産 2,284 2,270 △716

△47 △719

278 263 3
3,093 3,024 負債･純資産合計 3,093 3,024 0.2

△719

(億円)

項目 H28

1 809 754 168

734 685 445

　有形固定資産 2,583 2,519 75 69

524

67 68 188

2,284

　(1) 長浜市全体の財務書類

(億円) (億円)

借方 貸方
項目 H28 H29

H28 H29 H28 H29 884 876

439

2,815 2,762

　無形固定資産 1

H29

2,284
△715

(億円)

4
0.2

△715

165
430

△711

446

(省略)

項目 H29

(省略)

　有形固定資産 2,875 2,832 91 88 526

　無形固定資産 2 1 1,036 1,000
　投資その他の資産 243 254 純資産 2,428 2,417 △822

128

　(2) 第三セクター等も含めた連結財務書類

1,0311,039

(億円)

借方 貸方
項目 H28

H28 H29 H28 H29

５　全体財務書類・連結財務書類の概要（平成29年度決算）

(億円)

H29

2,270

700
520

180

2 2 △7 △14
69 69 無償所管換等･その他 △0.4 0.2

75 67

貸借対照表 行政コスト計算書

資金収支計算書
純資産変動計算書

貸借対照表 行政コスト計算書

資金収支計算書
純資産変動計算書

- 4 -



（％）

（％）

Ｂ：行政コスト対財源比率

（億円）

（％）

H28指標 H29指標

　地方公会計による財政指標について、平成28年度決算及び平成29年度決算の２か年における代表
的な指標の経年変化は次のとおりです。

区分 H28指標

一般会計等

(参考)
施設類型ごとの有形
固定資産減価償却率

【平成29年度】

庁舎：39.0％　　学校施設：56.7％　　認定こども園･幼稚園･保育所：37.5％
道路：57.9％　　公営住宅：83.9％　　福祉施設：55.3％　　消防施設：67.9％

　有形固定資産のうち償却資産について、耐
用年数に対して資産の取得からどの程度経過
しているかを表します。この比率が高いほど
資産の老朽化が進んでいると言えます。

一般会計等 55.0 56.3

全体

H29指標
　当該年度の財源のうち、どれだけが資産形
成を伴わない行政コストに費消されたのかを
把握できます。この比率が100％を上回って
いる場合は、過去から蓄積した資産が取り崩
されたか、翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加
したことを表します。

一般会計等 99.1 99.9

全体 100.6 101.5

連結 99.9 100.3

Ｄ：純資産比率 区分 H28指標

55.2 57.0

連結 54.5 56.2

　資産合計のうち返済義務のない純資産がど
のくらいの割合かを表します。この比率が高
いほど市税等の財源で資産形成を進めてきた
ことを意味し、将来世代の負担が少ないと言
えます。

一般会計等 79.6 80.2

48 45

― ―

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と地方
債等発行収入を除いた収入のバランスを示し
ます。このバランスが均衡していれば、借金
に頼らない行政サービスをしていることを表
しますが、赤字なら後々に借金が増えている
ことを示します。

全体

連結

30

H29指標

全体 73.8 75.1

連結 70.1 70.7

Ｃ：基礎的財政収支
　　（プライマリーバランス）

区分

33

６　地方公会計による財政指標

Ａ：有形固定資産減価償却率 区分 H28指標 H29指標

Ａ ＝ 減価償却累計額

/ 有形固定資産取得価額

Ｄ ＝ 純資産合計 / 資産合計

Ｃ ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く）

＋ 投資活動収支

Ｂ ＝ 純経常行政コスト / 財源

0

52

54

56

58

H28 H29
一般会計等 全体 連結

0

70

75

80

85

H28 H29
一般会計等 全体 連結

0

95

100

105

H28 H29
一般会計等 全体 連結

0

20

40

60

一般会計等 全体

H28 H29
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